
貸 借 対 照 表

－ ２４ －

増 減 金 額
当　　　　 期

（平成１４年２月２０日現在）
前　　　　 期

（平成１３年２月２０日現在）
期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額

△ １，１８０
△　 ４０１

１５２
△　 ６６３
△　　 ７
△　　１６

２３９
－

△　　 ２
△　　１０
△　　 １
△　　１０

２

６，９２１
２８２
３０２

７，３２６
５０
４２
７８２
７００

１，０４８
２２
－
７１

△　　 ３

８，１０１
６８４
１５０

７，９９０
５８
５８
５４２
７００

１，０５１
３３
１
８２

△　　 ５

　 　（資　産　の　部）
�　流　動　資　産
 １．  現 金 及 び 預 金
 ２．  売 掛 金
 ３．  有 価 証 券
 ４．  商 品
 ５．  前 渡 金
 ６．  前 払 費 用
 ７．  繰 延 税 金 資 産
 ８．  関係会社短期貸付金
 ９．  未 収 入 金
 １０．  立 替 金
 １１．  自 己 株 式
 １２．  そ の 他
 １３．  貸 倒 引 当 金
   流 動 資 産 合 計
�　固　定　資　産
　（１）  有 形 固 定 資 産
 １．  建 物
 ２．  構 築 物
 ３．  機 械 及 び 装 置
 ４．  車 両 及 び 運 搬 具
 ５．  器 具 及 び 備 品
 ６．  土 地
 ７．  建 設 仮 勘 定
   有形固定資産合計
　（２）  無 形 固 定 資 産
 １．  営 業 権
 ２．  借 地 権
 ３．  ソ フ ト ウ ェ ア
 ４．  そ の 他
   無形固定資産合計
　（３）  投 資 等
 １．  投 資 有 価 証 券
 ２．  関 係 会 社 株 式
　　３．  出 資 金
 ４．  関 係 会 社 出 資 金
 ５．  関係会社長期貸付金
 ６．  長 期 前 払 費 用
 ７．  繰 延 税 金 資 産
 ８．  投 資 不 動 産
 ９．  差 入 保 証 金
 １０．  店 舗 賃 借 仮 勘 定
 １１．  そ の 他
 12．  貸 倒 引 当 金
   投 資 等 合 計
   固 定 資 産 合 計
   資 産 合 計

△ １，８９９

△ １，７８４
△　 ４２５
△　　６１

５
△　 ２５４

６６
４８１

１５．０１７，５４８

４０，７２５
３，５８３
４６５
３４

１，３３８
２４，７５１
１，４９９

１６．０１９，４４８

４２，５０９
４，００８
５２６
２８

１，５９３
２４，６８４
１，０１８

△ １，９７２

△　　 ３
△　　３５

４５
△　　２３

６１．９７２，３９７

５
３，１００
３２８
４７１

６１．２７４，３７０

８
３，１３５
２８３
４９５

△　　１６

△　 ７５０
△　　３４

－
△　　 ０

－
△　 ２０２

６３８
３

△　 ５２０
５４
２３９
３２

３．３３，９０６

１，３８５
２，３９７

１
７

５００
１，１８７
６３８
９７３

１５，７８２
８９
２３９

△　　 ６

３．２３，９２３

２，１３６
２，４３１

１
７

５００
１，３９０
－
９７０

１６，３０３
３５
－

△　　３９
△　 ５４０１９．８２３,１９７１９．６２３，７３７
△ ２，５２９８５．０９９，５０１８４．０１０２，０３０
△ ４，４２９１００．０１１７，０４９１００．０１２１，４７９

％　％　 　

（単位　百万円）



増 減 金 額
当　　　　 期

（平成１４年２月２０日現在）
前　　　　 期

（平成１３年２月２０日現在）
期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額

△　　９１
△　 ９６０
△　　２０

１５１
２４２
３９３
２７３

△　　２３
△ １，３７５

１８８

９，１２７
１７，１６０
４，５８３
３，８１５
２，６４４
１，３２４
７３７
４７１
５７２

１，６８４

９，２１８
１８，１２０
４，６０４
３，６６３
２，４０１
９３１
４６４
４９５

１，９４７
１，４９５

　 　（負　債　の　部）

�　流　動　負　債
 １． 買 掛 金
 ２． 短 期 借 入 金
 ３． 一年以内返済予定長期借入金
 ４． 未 払 金
 ５． 未 払 費 用
 ６． 未 払 法 人 税 等
 ７． 未 払 消 費 税 等
 ８． 預 り 金
 ９． 設備関係支払手形
 １０． そ の 他
   流 動 負 債 合 計

�　固　定　負　債
 １． 長 期 借 入 金
 ２． 関係会社長期借入金
 ３． 繰 延 税 金 負 債
 ４． 退 職 給 与 引 当 金
 ５． 退 職 給 付 引 当 金
 ６． 役員退職慰労引当金
 ７． 預 り 保 証 金
   固 定 負 債 合 計

   負 債 合 計

　 　（資　本　の　部）
�　資　　本　　金
�　 資 本 準 備 金

�　 利 益 準 備 金

�　 その他の剰余金
 １． 任 意 積 立 金
   圧 縮 記 帳 積 立 金
   特 別 償 却 準 備 金
   別 途 積 立 金
 ２． 当 期 未 処 分 利 益
   （うち当期純利益）
   その他の剰余金合計

�　その他有価証券評価差額金
�　自　己　株　式
   資 本 合 計

   負債及び資本合計

△ １，２２０

△ ３，３３３
△　  ２５
△　 ７０１
△　 １８２
３，２０３
１１

△ 　４０４

３６．０４２，１２２

８，１０５
１６
－
－

３，２０３
２８３

７，６８５

３５．７４３，３４２

１１，４３９
４１
７０１
１８２
－
２７１

８，０８９
△ １，４３３１６．５１９，２９３１７．０２０，７２７

△ ２，６５４５２．５６１，４１５５２．７６４，０６９

－

－

４６

　

１２．１

１２．０

１．１

１４，１１７

１４，０２７

１，３１４

　

１１．６

１１．６

１．０

１４，１１７

１４，０２７

１，２６８

　

△　　 ８
５１
－

△　 ６６１
（△　 ９６９）

１３．１　　
１，１３４
１５６

２１，７００
４，３８４
（３２９）

１２．６　

１，１４３
１０５

２１，７００
５，０４５
（１，２９８）

△ 　６１９２３．３２７，３７５２３．１２７，９９５

△　　２０△０．０△　　２０－－

△ １，１８１△１．０△ １，１８１－－

△ １，７７５４７．５５５，６３４４７．３５７，４０９

△ ４，４２９１００．０１１７，０４９１００．０１２１，４７９

－ ２５ －

％　％　 　

（単位　百万円）



損 益 計 算 書
（自平成１３年２月２１日　至平成１４年２月２０日）

前期
対比増 減 金 額

当　　　　 期
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日

前　　　　 期
自　平成１２年２月２１日（ ）至　平成１３年２月２０日

期　別　

　科　目 百分比金　　　 額百分比金　　　 額

〔１０３．０〕
１０２．９
１０２．２
１０４．９
１０５．８

１０５．０
１０１．６
１６３．５
１１５．２

１０８．４

１６７．１
４６．５

６２６．８

３２．１
１５０．６
－

２５．４

〔６，２３７〕
５，９２２
３，３６８

１００．０
７３．９
２６．１
２．８

２８．９
２６．４
２．５
０．４

０．４

２．５
０．０

２．１

０．４
１．０
△０．８
０．２

〔２１３，３３８〕
２０７，６４０
１５３，４１４

１００．０
７４．４
２５．６
２．７

２８．３
２６．７
１．６
０．３

０．４

１．５
０．０

０．３

１．２
０．７
△０．１
０．６

〔２０７，１０１〕
２０１，７１８
１５０，０４６

　　〔営　 業　 収　 益〕
�  売 上 高
�  売 上 原 価
  売 上 総 利 益
�  営 業 収 入
  不 動 産 賃 貸 収 入
  その他の営業収入
  営 業 総 利 益
�  販売費及び一般管理費
  営 業 利 益
�  営 業 外 収 益
  受 取 利 息
  そ の 他
�  営 業 外 費 用
  支 払 利 息
  そ の 他
  経 常 利 益
�  特 別 利 益
  貸倒引当金戻入額
  固 定 資 産 売 却 益
  賃 貸 契 約 解 約 金
�  特 別 損 失
  厚生年金基金過去勤務費用掛金
  固定資産売却損及び除却損
  投資有価証券評価損
  退職給付会計基準変更時差異
  賞与支給対象期間の変更に伴う過年度負担額
  そ の 他
  税引前当期純利益
  法人税、住民税及び事業税
  法 人 税 等 調 整 額
  当 期 純 利 益
  前 期 繰 越 利 益
  過年度税効果調整額
  税効果会計適用に伴う圧縮記帳積立金取崩額
  税効果会計適用に伴う特別償却準備金取崩額
  利益による自己株式消却額
  中 間 配 当 額
  中間配当に伴う利益準備金積立額
  当 期 未 処 分 利 益

２，５５５
３１５
１８３
１３３

５４，２２６
５，６９８
２，８７９
２，８１９

５１，６７１
５，３８３
２，６９６
２，６８６

２，８６９
８５０

５９，９２４
５４，７２７

５７，０５５
５３，８７７

２，０１９
１１３
５

１０７
７１

△　　５１
１２２

５，１９６
８５０
３８
８１１
９１６
５４４
３７２

３，１７７
７３７
３３
７０４
８４５
５９５
２５０

２，０６１
△　　９１

１
２６

△　 １１８
３，６９３
１７９
１４１
４２４

２，７６６
３８５
１５３

５，１３０
７９
１
４２
３４

４，３９３
－
４４５
６４１

２，７６６
３８５
１５３

３，０６９
１７０
０
１６
１５２
７００
１７９
３０４
２１７
－
－
－

△ １，７２３
６８９

△ １，４４４

８１５
２，０５１

△ １，５６５

２，５３８
１，３６２

△　 １２１
△　 ９６９

６４９
２８０

△　 ８１９
△　  ７５
△　 ２１８
△　 　９
△　  ４５

３２９
４，４９９
－
－
－
－
４４４
－

１，２９８
３，８５０

△　 ２８０
８１９
７５
２１８
４５３
４５

△ 　６６１４，３８４５，０４５

－ ２６ －

％　　 ％　 ％

（単位　百万円）



利 益 処 分 案

増 減 金 額
当 期前 期期　別　

　科　目 金　　　 額金　　　 額

△ 　６６１

△ 　　０

△ 　６６２

　
　

△ 　 ４６

△ 　　９

△ 　　５

△ 　 ４８

△ 　５５３

４，３８４

７

４，３９１

　
　

－

４４２

１株につき１０円

－

３

３，９４６

５，０４５

８

５，０５４

　
　

４６

４５２

１株につき１０円

５

５１

４，４９９

当 期 未 処 分 利 益

圧縮記帳積立金取崩額

合　　　　　　計

これを次のとおり
処分いたします。

利 益 準 備 金

利 益 配 当 金

取 締 役 賞 与 金

特 別 償 却 準 備 金

次 期 繰 越 利 益

－ ２７ －

（単位　百万円）

  　

（注）１．圧縮記帳積立金の取崩しおよび特別償却準備金の積立ては、租税特別措置法の規定に
基づくものであります。

 　　２．前期は平成１２年１１月１０日に４５３百万円（１株につき１０円）、当期は平成１３年１１月１２日に
４４４百万円（１株につき１０円）の中間配当をそれぞれ実施いたしました。

（１株当たり配当金）
当　　期（１４年２月期）前　　期（１３年２月期）

期　末中　間年　間期　末中　間年　間

１ ０　 ０ ０１ ０　 ０ ０２ ０　 ０ ０１ ０　 ０ ０１０　 ０ ０２ ０　 ０ ０普 通 株 式
円　 銭 円　 銭 円　 銭 円　 銭 円　 銭 円　 銭



－ ２８ －

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１） 満期保有目的債券　　　　　　　償却原価法

（２） 子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

（３） その他有価証券

　　　時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　 　 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に基づ

く原価法によっております。

３．固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産

　定率法によっております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法によっております。

（２）　無形固定資産及び長期前払費用

　定額法によっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。

４．引当金の計上基準

（１）　貸倒引当金

　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

（２）　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（２，７６６百万円）については当期において特別損失として一括償却して

おります。

（３）　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。

５．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 



－ ２９ －

追　加　情　報

１．退職給付会計

　当会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会　平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較し

て、退職給付費用が２，９３８百万円増加し、経常利益は３４６百万円減少し、税引前当期純利益は２，９３８百

万円減少しております。

　また、退職給与引当金は退職給付引当金に含めて表示しております。

２．金融商品会計

　金融商品については、当会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券の評価基準等の変更を

行っております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益には影響ありませんが、

税引前当期純利益は１５８百万円増加しております。

　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、１年以内に満期の到来する有価証券は流

動資産の有価証券として、それら以外のものは投資有価証券として表示しております。

３．自己株式

　従来、資産の部に表示していた自己株式は、財務諸表等規則の改正により当期より資本の控除項目

として資本の部の末尾に表示しております。



－ ３０ －

注　記　事　項

（貸借対照表関係）

当　　　期前　　　期項　　　　　　　　　　　目

４９，８８３４６，５７９１．  有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額

３，２１２５７５土 地

２．  担保に供されている資産 ２，７５３８４３建 物

１１１１定 期 預 金

５，８２９５，４１９３．  保 証 債 務

９８６，９２９１，８４４４．  自 己 株 式 の 数

－２５１，０００消 却 株 式 数
５．  自 己 株 式 消 却

－２１８取得価額総額

百万円 百万円

（リース取引関係）

当　　　　　　　　　　　期前　　　　　　　　　　　期

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  期末残高相当額
２．未経過リース料期末残高相当額
  １ 年 内 ２，２３２百万円
  １ 年 超 ４，２８２百万円
  　 合　 計　  ６，５１５百万円
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額

  支 払 リ ー ス 料 ２，６３１百万円
  減価償却費相当額 ２，４３７百万円
  支払利息相当額 １８２百万円
４．減価償却費相当額の算定方法

左に同じであります。

５．利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  期末残高相当額
２．未経過リース料期末残高相当額
  １ 年 内 ２，３４５百万円
  １ 年 超 ４，６９７百万円
  　 合　 計　  ７，０４２百万円
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額

  支 払 リ ー ス 料 ２，３４２百万円
  減価償却費相当額 ２，１４８百万円
  支払利息相当額 １９４百万円
４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額
相当額との差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法によっ
ております。

合 計器具及び備品機械及び装置
１３，１２５百万円
 ６，３６４　　　

１０，７０７百万円
 ４，９３２　　　

２，４１８百万円
１，４３１　　　

 ６，７６１　　　 ５，７７４　　　　９８７　　　

合 計器具及び備品機械及び装置
１３，２６１百万円
 ６，８８１　　　

１０，５８８百万円
 ５，０４９　　　

２，６７２百万円
１，８３２　　　

 ６，３７９　　　 ５，５３９　　　　８３９　　　

　株 　株

　株

百万円

　株

百万円

（有価証券関係）

　前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及

び関連会社株式で時価のあるものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項

として記載しております。

　なお、当事業年度（自平成１３年２月２１日　至平成１４年２月２０日）における子会社株式及び関連会社

株式で時価のあるものはありません。



－ ３１ －

（税効果会計関係）

当　　　　　　期　　（平成１４年２月２０日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

　　　　　未払事業税否認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１５　　　

　　　　　賞与引当金損金算入限度超過額　　　　　　　　　　　　　　　３２９

　　　　　商品券益金算入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３４

　　　　　退職給付引当金損金算入限度超過額　　　　　　　　　　　　１，３３７

　　　　　役員退職慰労引当金否認　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１８

　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０８

　　　　　　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　２，３４２

　　　繰延税金負債

　　　　　固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０７

　　　　　特別償却準備金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１４

　　　　　　　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　９２２

　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，４２０

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の原因となった項目

別の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）

　　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４１．７

　　　（調　整）

　　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　　　　　　　　２．１

　　　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目　　　　　　　△　０．５

　　　　　住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １７．２

　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△　０．９

　　　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　　　　　 ５９．６



－ ３２ －

役 員 の 異 動

１．代表者の異動

　　　　　該当事項はありません。

２．その他役員の異動

　　　　　該当事項はありません。
以　上

部 門 別 売 上 高
（自平成１３年２月２１日　至平成１４年２月２０日）

前期対比増減金額
当　　　　 期
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日

前　　　　 期
自　平成１２年２月２１日（ ）至　平成１３年２月２０日

期　別　

　科　目 構成比売　上　高構成比売　上　高

１０５．８

９５．６

９８．１

１０４．１

４．９

１０３．６

７，６５１

△　６９２

△　６３１

７５４

△１，２３５

７５

６６．８

７．２

１５．６

９．３

０．０

１．１

１３８，８６０

１４，８７６

３２，３５８

１９，２９７

６３

２，１８４

６５．０

７．７

１６．４

９．２

０．６

１．１

１３１，２０８

１５，５６９

３２，９８９

１８，５４３

１，２９８

２，１０８

食 料 品

衣 料 品

住 居 関 連 用 品

テ ナ ン ト

商 品 供 給

そ の 他

１０２．９５，９２２１００．０２０７，６４０１００．０２０１，７１８合 計

％　　 ％　 ％

（単位　百万円）


